













































以降概ね 80 万人～90 万人の範囲で推移しているとの結果が得られた。
　ここでは，2012 年調査の副業先の男女別・産業別の調査結果だけを再掲




























副業を持つ有業者総数 1307700 （3.6） 352600 258500 19.8％
　農業，林業 102000 （7.4） 32000 32000 31.4％
　建設業 126500 （3.1） 62200 13300 10.5％
　製造業 158500 （2.1） 61900 13900 8.8％
　運輸業，郵便業 73600 （2.6） 25400 8500 11.5％
　卸売業，小売業 155100 （3.2） 31500 33600 21.7％
　不動産業，物品賃貸業 55400 （7.0） 11000 10800 19.5％
　学術研究，専門・技術 
サービス業
93100 （6.2） 12500 20700 22.2％
　宿泊業，飲食サービス業 59900 （4.2） 6400 10000 16.7％
　教育，学習支援業 92100 （7.0） 10400 28900 31.4％
　医療，福祉 99700 （5.9） 13500 39800 39.9％
　サービス業（他に分類さ
れないもの）
















副業を持つ有業者総数 1036100 （3.7） 91000 22800 2.2％
　製造業 76200 （2.3） 12700 10200 13.4％
　卸売業，小売業 187600 （3.7） 15400 41200 22.0％
　宿泊業，飲食サービス業 114200 （4.9） 7800 24400 21.4％
　生活関連サービス業， 
娯楽業
69100 （4.9） 4200 10400 15.1％
　教育，学習支援業 112300 （6.7） 4300 42100 37.5％
　医療，福祉 165400 （3.1） 15000 48000 29.0％
　サービス業（他に分類さ
れないもの）


































































。「学校基本調査」の 2014 年分は 2014 年 5 月 1 日を基
準日として実施されており，「経済センサス─基礎調査」よりも 2カ月早い


















本務教員 兼務教員 本務職員 兼務職員1）
幼 稚 園 184003 152353 111059 21110 20184 ─
小 学 校 537900 523901 416475 34956 72470 ─
中学校・高等学
校・中等教育学校
676803 686627 493312 114873 78442 ─
特 別 支 援 学 校 101937 98310 79280 4802 14228 ─
大学・短期大学・
高 等 専 門 学 校
543182 669498 194347 230353 235662 9136



























































































2001年 非農林漁業（公務を除く） 3153 3269 − 116 − 3.5％ 2314 2257 57 2.5％
2004年 非農林漁業（公務を除く） 2979 3193 − 214 − 6.7％ 2206 2275 − 69 − 3.0％
2006年 非農林漁業（公務を除く） 3094 3421 − 327 − 9.6％ 2300 2513 − 213 − 8.5％
2009年 非農林漁業（公務を除く） 3283 3185 98 3.1％ 2514 2492 22 0.9％
2012年 非農林漁業（公務を除く） 3111 3197 − 86 − 2.7％ 2419 2326 93 4.0％
2014年 非農林漁業（公務を除く） 3273 3313 − 40 − 1.2％ 2671 2587 84 3.2％
産業別
　建設業 312 426 − 114 − 26.8％ 67 75 − 8 − 10.7％
　製造業 643 726 − 83 − 11.4％ 274 310 − 36 − 11.6％
　電気・ガス・熱供給・
水道業
25 24 1 4.2％ 3 5 − 2 − 40.0％
　情報通信業 120 149 − 29 − 19.5％ 41 57 − 16 − 28.1％
　運輸業，郵便業 267 280 − 13 − 4.6％ 61 64 − 3 − 4.7％
　卸売・小売業 617 516 101 19.6％ 585 539 46 8.5％
　金融・保険業 70 72 − 2 − 2.8％ 81 81 0 0.0％
　不動産業，物品賃貸業 89 71 18 25.4％ 60 41 19 46.3％
　学術研究，専門・技術
サービス業
129 148 − 19 − 12.8％ 60 70 − 10 − 14.3％
　宿泊業，飲食サービス業 223 150 73 48.7％ 327 237 90 38.0％
　生活関連サービス業，
娯楽業
108 97 11 11.3％ 146 150 − 4 − 2.7％
　教育，学習支援業 150 140 10 7.1％ 164 174 − 10 − 5.7％
　医療，福祉 209 181 28 15.5％ 584 568 16 2.8％
　複合サービス事業 32 35 − 3 − 8.6％ 20 22 − 2 − 9.1％










体に属する事業所の従業者を除く。「男女の別不詳」は 2009 年には 179834 人，2012 年には 85299 人，
2014 年には 85329 人。
　4）　労働力調査は，2001 年 9 月・2004 年 5 月・2006 年 9 月・2012 年 1 月・2014 年 6 月各末週対象。2001 年














非農林漁業（公務を除く） 3273 3313 2671 2587
　個人業主 3） 146 314 60 129
　家族従業者 12 19 45 89
　有給役員 4） 256 267 103 86
　役員を除く雇用者 2859 2695 2463 2271
　一般常雇 2749 2532 2323 2039
建設業 312 426 67 75
　個人業主 3） 15 79 0 1
　家族従業者 1 5 3 9
　有給役員 4） 41 56 15 12
　役員を除く雇用者 253 285 49 53
製造業 643 726 274 310
　個人業主 3） 13 27 1 11
　家族従業者 1 2 4 10
　有給役員 4） 41 48 14 15
　役員を除く雇用者 588 649 255 274
情報通信業 120 149 41 57
　個人業主 3） 0 8 0 2
　家族従業者 0 0 0 0
　有給役員 4） 7 10 1 1
　役員を除く雇用者 113 132 39 53
卸売業 269 224 131 112
　個人業主 3） 4 8 1 1
　家族従業者 0 3 1 2
　有給役員 4） 29 27 9 6
　役員を除く雇用者 235 220 120 103
小売業 348 292 454 427
　個人業主 3） 29 41 11 20
　家族従業者 3 3 12 23
　有給役員 4） 31 27 16 13
　役員を除く雇用者 285 220 415 370
不動産業，物品賃貸業 89 71 60 41
　個人業主 3） 10 6 4 2












　有給役員 4） 19 14 12 8
　役員を除く雇用者 58 51 41 29
宿泊業・飲食店 205 136 288 201
　個人業主 3） 24 24 18 17
　家族従業者 3 3 10 16
　有給役員 4） 10 9 5 5
　役員を除く雇用者 167 99 250 164
医療，福祉 209 181 584 568
　個人業主 3） 15 20 2 4
　家族従業者 0 0 2 6
　有給役員 4） 13 10 9 5
　役員を除く雇用者 181 151 570 553
生活関連サービス業 108 97 146 150
　個人業主 3） 15 20 16 27
　家族従業者 1 2 5 8
　有給役員 4） 8 8 4 5
　役員を除く雇用者 84 68 121 109
サービス業（他に分類されない） 278 244 196 152
　個人業主 3） 5 26 0 12
　家族従業者 0 1 1 2
　有給役員 4） 24 20 7 6
　役員を除く雇用者 250 197 188 87











　表 5─1 には資本金階級別に 2013 年度分の「国税庁による把握数」と「法
人企業統計調査」と対比した。「国税庁による把握数」は 2013 年 4 月から



















　2014 年「経済センサス─基礎調査」の「会社企業」の把握数（約 175 万
社）は，「会社標本調査」の母集団企業数（約 260 万社）よりもかなり少な
い。前者の後者に対する比率は約 67％である。1996 年～2006 年の「事業
所・企業統計調査」が把握した企業数の同一年次に「会社標本調査」の母集
団企業総数に対する比率をみると，「事業所・企業統計調査」による把握企












































1750071 2595903 67.4％ 2749619 2806684
　1 億円未満 1636788 2555693 64.0％ 2719252 2774295
　1 億円以上 29937 28647 104.5％ 30387 32389
　資本金額不詳 83346 ─ ─ ─ ─
　連結子法人 ─ 10171 ─ ─ ─
　1）　金融保険業を含む会社企業。
　2）　2013 年 4 月 1 日から 2014 年 3 月 31 日までの間に終了した調査対象法人の各事業年度（この間に事業
年度が 2回以上終了した法人にあってはその全事業年度）を対象として，2014 年 7 月 31 日現在でとり
まとめている。標本法人の基礎データは，税務署に提出された対象事業年度分の法人税の確定申告書
等に基づき，税務署及び国税局において作成している。金融保険業を含む。





































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































年次 実数 （比率） 実数 （比率） 実数 （比率） 実数 （比率） 実数 （比率）
2009年 12334 （0.68） 12227 （0.68） 76598 （4.24） 13826 （4.82） 93124 （0.23）
2012年 76388 （4.48） 218493 （12.80） 86431 （5.06） 15042 （5.52） 175639 （0.44）
2014年 83346 （4.76） 152693 （8.72） 112688 （6.44） 38333（10.91） 80583 （0.14）





























2012 年調査 総数 1706470 1706470 1706470 40031485
（不詳実数） （218493） （86431）（239588） （175639）
不詳比率 12.80 5.06 14.04 0.44
2014 年調査 総数 1750071 1750071 1750071 42196964
（不詳実数） （152693）（112688）（289738） （76799）
不詳比率 8.72 6.44 16.56 0.18
（資本金額）
 300 万円未満 10.65 4.53 13.06 0.02
 300 万円～500 万円未満 3.52 2.20 13.88 0.01
 500 万円～1000 万円未満 4.70 2.15 12.28 0.01
1000 万円～3000 万円未満 3.40 2.18 14.56 0.05
3000 万円～5000 万円未満 3.68 1.89 14.02 0.05
5000 万円～1億円未満 4.28 2.33 15.17 0.05
　 1 億円～3億円未満 4.83 2.67 0.18
　 3 億円～10 億円未満 5.66 3.33 0.92
　10 億円～50 億円未満 5.75 3.58 16.02 0.34
　50 億円～ 4.57 2.51 0.28



























対象企業 全企業 1） 同左 会社企業
母数 56248189 4098284 1750071
全規模 2） 0.14 13.85 6.44
　常用雇用者数規模
　　（海外を含む）
　　　　0～4人 0.01 12.87 5.82
　　　　5～9人 0.01 14.42 6.40
　　　　10～19 人 0.02 18.42 9.37
　　　　20～29 人 0.01 18.33 7.43
　　　　30～49 人 0.02 19.04 6.68
　　　　50～99 人 0.04 19.07 6.22
　　　　100～299 人 0.07 5.39
　　　　300～999 人 0.24 4.07
　　　　1,000～1,999 人 0.18 17.78 2.65
　　　　2,000～4,999 人 0.45 1.65







































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































7）　2014 年 3 月 31 日を基準日として実施された「経済産業省企業活動基本調査」の対














9 月現在 265 万社としている。東京商工リサーチ（2014）
12）　2014 年「経済センサス─基礎調査」による全業種に関する売上高総額は 1377 兆
7208 億円（2013 年暦年）であり，他方 2014 年度の売上金額を対象とする財務省
「法人企業統計」（営利法人限定）による全業種に関する総額は 1409 兆 1572 億円，
2014 年度の営業収入を対象とする国税庁「会社標本調査」（連結法人を含む）は
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